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一般質問

一般質問

問 介護予防・日常生活支援総
合事業（以下、総合事業）

の現状について。

答 平成 28 年 10 月より要支援
１、２の方に対する「介護

予防訪問介護」及び「介護予防通
所介護」を総合事業として、現行
の介護に相当する、訪問型サービ
ス・通所型サービスに移行してい
きます。

移行のタイミングは、10 月以
降に新たに要支援の認定を受けた
方と、更新により再度要支援の認
定を受けた方が、訪問型サービス・
通所型サービスを利用するときと
なります。要支援の認定期間は１

年であるため、１年かけて移行す
ることになります。

問 総合事業に伴って設定され
ている、緩和型サービスや、

住民参加型のサービスの今後につ
いて。

答 総合事業は、まず現行の相
当サービスを置き換える形

で開始しますが、その他の多様な
サービスについて、今後、協議体
を中心に議論していきたいと考え
ています。

また、将来における多様なサー
ビスとその担い手づくりを念頭
に、生活介護サポーター養成講座、
介護ボランティアポイント制度な
どに取り組んでいるところです。

問 訪問型・通所型サービスの
事業所への給付単価は維持

されるのか。

答 現行と同じ単価で実施し、
介護事業所への大きな影響

はないと考えていますが、基準緩
和型のサービスについては、地域
のコンセンサスに配慮し、近隣の
事例等を参考にしながら検討して
いきたいと考えています。

問 同じ予算措置でやっていく
事業が、緩和型に次々と置

き換えられる可能性はないのか。

答 利用者にとって、どのサー
ビスが最も必要か見極めて

いかねばなりません。ただ単純に
負担の軽いほうへといった判断に
はならないものと認識していま
す。　

■その他の質問項目
・	 公共施設総合管理計画について
・	 国民健康保険制度の運営につい

て
・	 TPP 協定の国会批准について
・	 地域医療構想について

問 厚生労働省人口動態統計に
よると、加西市の出生数は

北播磨 5 市の中で 8 年連続最下位
です。8 年間（H20.1 ～ H27.12）
の出生総数は、加西市 2,373 人、
三木市 4,211 人、小野市 3,994 人、
西脇市 2,644 人、加東市 2,939 人
となっており、相当の差が生じて
います。

H27 年の兵庫県下の出生数は 4
万 4,706 人で、神戸市の 12,140
人から市川町の 67 人までさまざ
まであり、加西市は 287 人（41
市町中で 25 番目）、三木市は 481

人（15 番目）、小野市は 401 人（17
番目）、西脇市は 304 人（22 番目）、
加東市は 368 人（18 番目）となっ
ています。

そして、5 年間（H23.1 ～ H27.12）
の自然増減総数は、加西市 1,234
人減、三木市 1,569 人減、小野市
386 人減、西脇市 999 人減、加
東市は 116 人の微減です。

また、5 年間（H23.1 ～ H27.12）
の社会増減総数は、加西市 1,341
人減、三木市 1,532 人減、小野市
774 人減、西脇市 1,106 人減、加
東市は 96 人の微減です。

以上により、各市の５年間の人
口増減総数は、加西市 2,575 人減、
三木市 3,101 人減、小野市 1,160
人減、西脇市 2,105 人減、加東市
は 212 人の微減となっています。

そこで、北播磨地域の 5 市の中
で 3 番目の人口をキープしてい
る加西市の出生数は、なぜ 8 年

間も連続して最下位なのか、その
要因についてお尋ねしたい。

答 H21 年度には少子化担当、
H24 年度には人口増政策課

を設置し、積極的に取り組んでき
ましたが、依然として厳しい状況
となっています。

要因としては、合計特殊出生率
の母数となる 15 歳から 49 歳ま
での女性人口が少なく、その未婚
率が高いことが考えられます。

また、H22 年国勢調査結果に
よると、近隣市では団塊ジュニア
の世代が突出して多くなっている
のに対して、加西市ではそうなっ
ていないことも、影響しているも
のと考えられます。

出生数をふやすために、まずは
若い世代や女性の転入を促進しな
ければ、安定的な人口推移には至
らないものと考えています。
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